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2018年12⽉5⽇ 臨時レポート

18ページ⽬以降の「投資リスク」と「ファンドの費⽤」の内容について必ずご確認ください
■当資料は、ファンドの運用状況や関連する情報等をお知らせするために大和
住銀投信投資顧問が作成した資料です。■当資料内の運用実績等に関する数
値等は過去のものであり、将来の運用成果等を約束するものではありません。
■当資料内のいかなる内容も、将来の市場環境の変動等を保証するものでは
ありません。■当資料は各種の信頼できると考えられる情報源から作成してお
りますが、その正確性・完全性を保証するものではありません。■投資信託は預
金、保険契約ではありません。また、預金保険機構及び保険契約者保護機構の
保護の対象ではありません。■銀行など登録金融機関でご購入いただいた投
資信託は、投資者保護基金の対象ではありません。

⽶国リバーサル戦略ツインαネオ
（毎⽉分配型） 追加型投信／海外／株式 ※課税上は株式投資信託として取り扱われます。

－第48期分配⾦について－
⽇頃より『⽶国リバーサル戦略ツインαネオ（毎⽉分配型）』をご愛顧賜り誠にありがとうございます。
当ファンドでは12⽉5⽇に第48期の決算を⾏い、基準価額⽔準、市況動向、分配対象額等を勘案した結果、今
期（第48期）の分配⾦を以下の通り決定いたしました。

第48期の分配⾦（税引前、1万⼝あたり） 100円

※収益分配⾦は決算の都度、委託会社の判断で決定します。 ※将来の分配⾦の⽀払いおよびその⾦額について保証するものではありません。
※分配対象額が少額な場合等には、委託会社の判断で分配を⾏わないことがあります。
※当ファンドにおける『株式カバードコール戦略』とは、ファンドが実質的に保有する⽶ドル建て資産に対して、株価指数のコールオプションを
売却することをいいます。※カバー率は、投資環境等により戦略構築時に想定した⽐率から⼤きくかい離する場合があります。

投資環境の判定と
株式カバードコール戦略の
カバー率 成⻑戦略 待機戦略

強気局⾯ 過熱局⾯ 弱気局⾯

カバー率 50％ カバー率 100％

前期70円 → （今期50円） （前期140円） → 今期100円想定分配⾦⽔準

当ファンドでは、投資環境に応じて株式カバードコール戦略のカバー率を機動的に変更することでトータルリ
ターンの向上を⽬指します。株価下落リスクが⾼まる局⾯では待機戦略として、値上がり益を放棄する代わり
に、より多くのプレミアム収益を獲得することで、基準価額の下落抑制効果が期待できます。
今期、次ページに記載の背景により戦略毎の想定分配⾦⽔準をそれぞれ引下げさせていただきました。これに
伴い、前期分配⾦は70円（10⽉は成⻑戦略）でしたが、今期分配⾦は100円（11⽉は待機戦略）となりました。
（下図参照）

 基準価額 4,674円
 純資産総額   69億円

 設定来 8.0%

第3-41期(2015/3-2018/5) 累計5,400円
第42-47期(2018/6-2018/11) 70円
第48期 100円
 設定来 5,920円
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＜基準価額等の推移 2018年12⽉5⽇現在＞

※基準価額は信託報酬控除後のものです。※分配⾦再投資基準価額および騰落率は、信託報酬控除後の基準価額に対して、税引前分配⾦を決算
⽇に再投資した修正基準価額をもとに算出、表⽰。※騰落率は実際の投資家利回りとは異なります。※上記データは過去の実績であり、将来の
運⽤成果をお約束するものではありません。 ※分配⾦は税引前1万⼝あたりの⾦額です。

■基準価額等の推移 （設定⽇（2014年12⽉12⽇）〜2018年12⽉5⽇）

■基準価額騰落率

■基準価額・純資産総額

■分配⾦
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28ページ⽬以降の「投資リスク」と「ファンドの費⽤」の内容について必ずご確認ください。

■当資料は、ファンドの運用状況や関連する情報等をお知らせするために大和住銀投信投資顧問が作成した資料です。■当資料内の運用実績等に関
する数値等は過去のものであり、将来の運用成果等を約束するものではありません。■当資料内のいかなる内容も、将来の市場環境の変動等を保証す
るものではありません。■当資料は各種の信頼できると考えられる情報源から作成しておりますが、その正確性・完全性を保証するものではありません。
■投資信託は預金、保険契約ではありません。また、預金保険機構及び保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。■銀行など登録金融機関
でご購入いただいた投資信託は、投資者保護基金の対象ではありません。

⽶国リバーサル戦略ツインαネオ
（毎⽉分配型）
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年央以降の⽶国株式市場は、好調な経済を背景に上昇基調を辿り、10⽉初めには史上最⾼値を更新しました。
しかしその後は、⽶国株に対する過熱感や⽶中貿易摩擦の⻑期化への懸念、⽶国⻑期⾦利の上昇に加えて、
IMFによる世界経済成⻑率⾒通しの下⽅修正等からリスクオフとなり、年初来からの上昇分を吐き出す格好と
なりました。11⽉にもアップルの「iPhone」の需要低下や世界経済の先⾏きへの懸念が強まり、ハイテク株主
導で⼤幅に調整する局⾯となりました。S&P500トータルリターン指数は10⽉単⽉で約7％下落しました。

為替市場は、⽶中貿易摩擦問題に対する懸念が⽶ドルの重⽯となったものの、4⽉以降は好調な⽶国経済や株式
市場を背景に緩やかな⽶ドル⾼円安傾向を辿りました。年初からはほぼ横ばいの⽔準となりました。

当ファンドの基準価額は、10⽉初めまでは底堅く推移していましたが、⽶国株式市場の⼤幅調整を受けて⼤き
く下落しました。組⼊上位のアップルやアマゾンなどが値を下げました。

このような環境下、基準価額⽔準の低下によって基準価額に対する分配⾦の⽐率は相対的に上昇し、安定的な
分配⾦を継続させることが難しくなってきたため、今期、各戦略毎の分配⾦の引下げが必要との判断に⾄りま
した。

今後は信託財産から分配⾦としてお⽀払いする⾦額を抑え、内部に留保し運⽤資産を増やすことで信託財産の
中⻑期的な成⻑を⽬指します。今後の分配⾦については、基準価額⽔準、市況動向、分配対象額等を勘案し、
決算の都度決定いたします。

※S&P500トータルリターン指数は当ファンドのベンチマークではありません。 （出所）Bloomberg

<ご参考：⽶国株式指数の推移> <ご参考：⽶ドル円の推移>

＜各戦略の分配⾦引下げの背景について＞

※当コメントは、資料作成時点における市場環境もしくはファンドの運⽤⽅針等について、運⽤担当者（ファンドマネージャー他）の⾒⽅あるい
は考え⽅等を記載したもので、当該運⽤⽅針は変更される場合があり、将来の市場環境の変動等を保証するものではありません。また、将来の運
⽤成果等を約束するものでもありません。
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38ページ⽬以降の「投資リスク」と「ファンドの費⽤」の内容について必ずご確認ください。

■当資料は、ファンドの運用状況や関連する情報等をお知らせするために大和住銀投信投資顧問が作成した資料です。■当資料内の運用実績等に関
する数値等は過去のものであり、将来の運用成果等を約束するものではありません。■当資料内のいかなる内容も、将来の市場環境の変動等を保証す
るものではありません。■当資料は各種の信頼できると考えられる情報源から作成しておりますが、その正確性・完全性を保証するものではありません。
■投資信託は預金、保険契約ではありません。また、預金保険機構及び保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。■銀行など登録金融機関
でご購入いただいた投資信託は、投資者保護基金の対象ではありません。

⽶国リバーサル戦略ツインαネオ
（毎⽉分配型）
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＜⽶国リバーサル戦略について＞

 コロンビア社の⽶国リバーサル戦略は⼤型株を投資対象として、シンプルな運⽤⼿法で安定的に超過収益を獲
得してきました。

 リバーサル（逆張り）戦略は、優れた企業調査能⼒と組合わせた場合にこそ⾼い収益⼒を発揮します。
 当ファンドの株式運⽤チームは、徹底したリサーチによって企業の本質的な価値を⾒出し、⼀時的な原因に

よって本来あるべき価格よりも下落している銘柄に投資することによって、株価指数対⽐で安定的に⾼い収益
の獲得を⽬指します。

※上図は⽶国リバーサル戦略における銘柄選択のイメージであり、上記の通りにならない場合があります。

※資⾦動向、市況動向等によっては、上記のような運⽤ができない場合があります。
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48ページ⽬以降の「投資リスク」と「ファンドの費⽤」の内容について必ずご確認ください。

■当資料は、ファンドの運用状況や関連する情報等をお知らせするために大和住銀投信投資顧問が作成した資料です。■当資料内の運用実績等に関
する数値等は過去のものであり、将来の運用成果等を約束するものではありません。■当資料内のいかなる内容も、将来の市場環境の変動等を保証す
るものではありません。■当資料は各種の信頼できると考えられる情報源から作成しておりますが、その正確性・完全性を保証するものではありません。
■投資信託は預金、保険契約ではありません。また、預金保険機構及び保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。■銀行など登録金融機関
でご購入いただいた投資信託は、投資者保護基金の対象ではありません。

⽶国リバーサル戦略ツインαネオ
（毎⽉分配型）
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１．⽶国株式を実質的な投資対象とし、リバーサル戦略と銘柄選択により信託財産の中⻑期的な成⻑を⽬指します。

２．株式への投資に加え、ツインαネオ戦略を⾏うことで、オプションプレミアム＊１の確保を⽬指します。
・当ファンドのツインαネオ戦略とは、株式カバードコール戦略と通貨カバードコール戦略の組合わせのことを

いいます。
・株式カバードコール戦略は、⽶国株価指数(原則としてＳ＆Ｐ500指数とします。) にかかるコールオプ

ション＊２の売りを⾏うことでオプションプレミアムの確保を⽬指す戦略です。
・通貨カバードコール戦略は、円に対する⽶ドルのコールオプション＊２の売りを⾏うことでオプションプレミ

アムの確保を⽬指す戦略です。
・株式カバードコール戦略のカバー率＊３は、投資環境に応じて保有する⽶ドル建て資産の評価額の50％程度

または100％程度とします。カバー率＊３の変更にあたってはＵＢＳ ＡＧの開発した「ＵＢＳ株式リスク
指標」を活⽤します。

・通貨カバードコール戦略のカバー率＊３は、原則として保有する⽶ドル建て資産の評価額の50％程度とします。
・各カバードコール戦略は、原則として、権利⾏使が満期⽇のみに限定されているオプションを利⽤することを

基本とします。
＊ １「オプションプレミアム」とは、オプションの買い⼿が売り⼿に⽀払う対価をいいます。
＊ ２「コールオプション」とは、対象資産（株式など）を特定の価格（権利⾏使価格）で特定の⽇（満期⽇）

に買うことができる権利をいいます。
＊ ３「カバー率」とは、保有する資産に対するオプションのポジションの割合をいいます。

３．毎⽉の決算⽇に、原則として収益の分配を⽬指します。
・毎⽉5⽇（休業⽇の場合は翌営業⽇）に決算を⾏います。
・分配対象額の範囲は、経費控除後の利⼦・配当収益および売買益（評価損益を含みます。）等の範囲内とし

ます。
・収益分配⾦は、基準価額⽔準、市況動向等を勘案して、委託会社が決定します。ただし、分配対象額が少額な

場合等には、分配を⾏わないことがあります。
・将来の分配⾦の⽀払いおよびその⾦額について保証するものではありません。

※資⾦動向、市況動向等によっては、上記のような運⽤ができない場合があります。

当ファンドは⽶国の株式への投資に加え、「株式カバードコール戦略」および「通貨カバードコール戦略」を組合わせ
ることで、オプションプレミアムの確保と信託財産の中⻑期的な成⻑を⽬指します。

※当ファンドにおける「株式カバードコール戦略」とはファンドが実質的に保有する⽶国株式に対し、株価指数のコールオプショ
ンを売却することをいいます。また、「通貨カバードコール戦略」とはファンドが実質的に保有する⽶ドル建て資産に対し、円
に対する⽶ドルのコールオプションを売却することをいいます。以下、同じです。

＜ファンドの⽬的＞

＜ファンドの特⾊＞
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○当ファンドは、投資信託証券を通じて実質的に株式など値動きのある有価証券等に投資するとともにオプション
取引等デリバティブ取引を⾏いますので、基準価額は変動します。また、外貨建資産は、為替の変動による影響
も受けます。したがって、投資家の皆様の投資元本は保証されているものではなく、基準価額の下落により、損
失を被り、投資元本を割り込むことがあります。

○信託財産に⽣じた利益および損失は、すべて受益者に帰属します。
○投資信託は預貯⾦と異なります。
○お申込みの際には、販売会社からお渡しします「投資信託説明書（交付⽬論⾒書）」の内容を必ずご確認のうえ、

ご⾃⾝でご判断ください。
○基準価額を変動させる要因として主に、■株価変動に伴うリスク ■為替リスク ■カントリーリスク ■流動

性リスク ■信⽤リスク ■カバードコール戦略に伴うリスク ■スワップ取引に関するリスク があります。
ただし、上記はすべてのリスクを表したものではありません。

＜投資リスク（詳しくは投資信託説明書（交付⽬論⾒書）をご覧ください）＞

投資者が直接的に負担する費⽤
● 購⼊時⼿数料 購⼊価額に3.24%（税抜3.0％）を上限として販売会社毎に定めた率を乗じて得た額

とします。
※詳細については、お申込みの各販売会社までお問い合わせください。
購⼊時⼿数料は、販売会社による商品・投資環境の説明および情報提供、ならびに販売の
事務等の対価です。

● 信託財産留保額 換⾦申込受付⽇の翌営業⽇の基準価額に0.2％を乗じて得た額とします。

投資者が信託財産で間接的に負担する費⽤
● 運⽤管理費⽤ 毎⽇、信託財産の純資産総額に年率1.323%（税抜1.225%）を乗じて得た額とします。

（信託報酬） 運⽤管理費⽤（信託報酬）は、毎計算期末または信託終了のときに、信託財産から⽀払
われます。
＜運⽤管理費⽤（信託報酬）の配分＞

● その他の費⽤・⼿数料 財務諸表の監査に要する費⽤、有価証券売買時の売買委託⼿数料、外国における資産の保
管等に要する費⽤等は信託財産から⽀払われます。
※監査報酬の料率等につきましては請求⽬論⾒書をご参照ください。監査報酬以外の費⽤
等につきましては、運⽤状況等により変動するものであり、事前に料率、上限額等を⽰す
ことができません。

※当該⼿数料等の合計額については、保有期間等に応じて異なりますので、表⽰することができません。

＜ファンドの費⽤（詳しくは投資信託説明書（交付⽬論⾒書）をご覧ください）＞
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●信託期間 2014年12⽉12⽇〜2019年12⽉5⽇（約5年）
●購⼊単位 販売会社がそれぞれ定めた単位とします。

※お申込みの販売会社までお問い合わせください。
●購⼊価額 購⼊申込受付⽇の翌営業⽇の基準価額
●換⾦単位 販売会社がそれぞれ定めた単位とします。

※お申込みの販売会社までお問い合わせください。
●換⾦価額 換⾦申込受付⽇の翌営業⽇の基準価額から信託財産留保額を控除した価額
●換⾦代⾦ 換⾦申込受付⽇から起算して、原則として６営業⽇⽬からお⽀払いします。
●購⼊・換⾦申込受付 ニューヨーク証券取引所、ニューヨークの銀⾏またはダブリンの銀⾏の休業⽇と同⽇

不可⽇ の場合はお申込みできません。
●決算⽇ 毎⽉5⽇（該当⽇が休業⽇の場合は翌営業⽇）
●収益分配 年12回の決算時に分配を⾏います。

＜お申込みメモ（詳しくは投資信託説明書（交付⽬論⾒書）をご覧ください）＞

○投資信託をご購⼊の際は、最新の投資信託説明書（交付⽬論⾒書）を必ずご覧ください。
投資信託説明書（交付⽬論⾒書）は販売会社の本⽀店等にご⽤意しております。

○投資信託は、元本保証、利回り保証のいずれもありません。
○投資した資産の価値が投資元本を割り込むリスクは、投資信託をご購⼊のお客さまが負うことになります。
○投資信託は預⾦、保険契約ではありません。また、預⾦保険機構および保険契約者保護機構の保護の対象ではあり

ません。
○銀⾏など登録⾦融機関でご購⼊いただいた投資信託は、投資者保護基⾦の対象ではありません。

＜投資信託に関する留意点＞

■委託会社（ファンドの運⽤の指図を⾏う者）
⼤和住銀投信投資顧問株式会社 ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑（⾦商）第353号

加⼊協会／⼀般社団法⼈ 投資信託協会、⼀般社団法⼈ ⽇本投資顧問業協会

■受託会社（ファンドの財産の保管及び管理を⾏う者）
株式会社りそな銀⾏

■販売会社

＜委託会社およびその他の関係法⼈＞

大和証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第108号 ○

取扱販売会社名 登録番号
日本証券業

協会

一般社団法人

日本投資顧問

業協会

一般社団法人

金融先物

取引業協会

一般社団法人

第二種金融商

品取引業協会

○ ○ ○


